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1. はじめに

平成 7年兵庫県南部地裳は，過去に経験し

たことのない甚大な被害をもたらした。それ

以後、全国において昭和56年建築基準法施行

令改正（新耐震設計基準）以前に設計された

建物、特に公共建物を中心に耐震診断が行わ

れるようになった。

しかし、文部科学省が平成 14年春に実施し

た全国調査によると、学校の耐衷診断実施率

は30.8%'I21 と低い値を示している。栃木県に

おいてはそれを大きく下回る 13%で、耐震化対

策の遅れが懸念される状態となっている。耐

震化が進まない理由としては、耐震診断及び

改修工事に費用が必要であることが要因となっ

ていると考えられる。

本研究は、栃木県内の学校建築の「耐震診

断苓準」 3I 41 5 I による耐震診断結果・補強計

画の資料を用いて、

(1) 既存建物の耐震性能分布

(2) 補強後建物の耐震性能分布

(3) 再建築費に対する補強費用効果

等について検討を行っている。

2. 耐震診断

日本の建物は、世界の他の地震国の建物に

比べかなり耐震安全性が高いために、震度5程

度の地震ではほとんど被害は生じない。しか

し、兵庫県南部地哀のような疫度 7という大

きな地震がいつ起こるかわからない。同地震

による被害は，死者6,432人，行方不明者3人，

負倦者44,000人余り，建物被害総数約 52万棟

にも及んだ。 61

しかし、兵庫県南部地裳において、軽微な

被害で済んでいる建物もある。建物の耐震安

全性に差があるのは、耐震技術の進歩とそれ

に裏付けされた耐震規定の変遷ならびに建築

物の大型化の進展が原因となっている。表 1

に近年における主な地震と耐震規定の変遷を

要約して示す。太字で示しているものが、現

在日本の各種構造の耐霙性能に大きく影響し

ている地震および関連規定である。

それではなぜ、既存建物の耐震診断を行わ

なければならないか。それは、強い地霰動に

対して顕著な被害を受ける可能性のある建物

が多いからである。現在の耐震規定に不適格

な建物が現存しているからである。そのよう

な建物を、現在の耐震規定に近づけようとす

ることが耐裳診断および補強設計である。

耐震診断基準で対象としている建物は、一

般の 5、6階建以下の既存鉄筋コンクリート造

建物であり、対象建物の構造自体に関する診

断方法と、外壁を中心とする非構造部材に関

する診断方法とから成り立っている。なお、

両者の診断方法は、簡便な 1次診断から，よ

り高度な 3次診断までの 3つの方法が用意さ

れている。

耐震診断基準は、対象建物の強度と変形性

能をできる限り正確に評価することにより、

どのくらいの大ささの地震動に耐え得るかを

判断する手法である。診断の結果は耐震性能
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を表す連続量で表現されるが、その結果に対

する判定については、建物の用途に応じ、規

定される地震被害の個人および社会に対する

インパクトを考慮して、本基準を用いる者が

判定を行うこととしている。

耐震診断基準の特徴は、以下の通りである。

①建物の構造躯体に加えて、仕上材など 2

次部材の診断方法も含まれている。

②多数の建物を簡単に診断する 1次診断か

ら、詳細な検討による 3次診断までのふ

るい分け方法になっており、どの診断次

数からでも始められる。

③診断結果は総合的に判断された耐震性能

の優劣を表す連続量の指標 (1つの数値：

構造耐震指標 Is) で表される。

④診断結果に対する判定については法規定

がないため判定者に任されている。しか

し、安全と判定するための推奨値が基準

に記されており、公共建物の判定は概ね

これによって行われている。この場合の

目標とする地震動の強さは、 1 9 6 8年

十勝沖地震程度であり、 1 9 2 3年の関

東大地震よりやや弱い。

⑤ I s指標は、副指標として部材強度およ

び靱性から定まる保有性能基本指標 E。に

岡田裕•

加え、建物形状や部材配置などの耐震的

なバランスの良否による形状指標 S。およ

び構造の経年劣化を評価する経年指標 T

を考慮のうえ、算出される。

⑥建物の強度指標 Cと靱性指標 Fは、いず

れも建物を構成する各部材の曲げ強度と

せん断強度に基づいて算出する。特に、

曲げ破壊する部材の F指標は主として

（せん断強度／曲げ強度）の関数として表
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図 1 耐震診断フローチャート

表1 地震防災分野の主な行政施策と関連する被害地震

1地震

濃尾地震(1891)

関東大震災(1923)

福井地震(1948)

新潟地震(1964)

十鵬沖地震(1968)

宮城沖地震(1978)

日本海中部地震(1983)

メキシコ地 震(1985)

アIレメニア地震(1988)

兵庫県南部地震(1995)

l新嬬築物対策

市街地建築物法(1919)

同上改正(1924,C=O.l) 

学会RC基準(1933)

鴫築基準造(1950,C=0.2)

●設省通違(1970,フープなど）

纏：簗基準法施行令改正(1981,新耐震）

設備酎震(1982)

学会非構造設計指針(1985)

l既存建物および被災建物対策

公共建物点検

既 存 建 物 診 断 ・ 補 強 法 (1977,1978)

被災判定・復1日マニュアル (1988)

診断改正(1990)

被災指針(1991)
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された実験式から定めるとしている。

また、耐震診断を行う場合のフローチャー

トを図 lに示す。耐霰診断基準の特徴②でも

述べたようにどの診断次数から始めても良い

ことがわかる。

次に、耐震判定の基本的な考え方を表 2に

示す。

表 2 構造耐震指標と耐震判定基準

1s=SnXTXCXF~Iso· ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・(1) 

Is: 構造耐震指標
Iso: 構造耐震判定指標
Sn: 建物形状による耐震強度低減係数
T: コンクリートと鉄筋の経年劣化による低減係数
c: 1つの方向における建物のある階の水平耐力係数
F: 建物の靱性の度合いによる耐震強度割増係数

耐震診断は、 (1) 式より求めた構造耐震指

標Isが、構造耐震判定指標!so以上であれば「安

全（想定する地裳動に対して所要の耐震性を

確保している）」とし、下回れば耐震性に「疑

問がある」としている。なお、栃木県内の学

校建築の!soは0.7と定められている。

表 3に、各診断次数の特徴をまとめて示す。

診断次数が上がるに従って、診断結果の精度

が上がることがわかる。

3. 対象連物および収集資料

栃木県建築士事務所協会耐震診断・補強計

画判定会に、平成7年から平成 12年に申請され

た栃木県内の鉄筋コンクリート造学校建物103

棟を対象としている。なお、高等学校83棟、

中学校3棟、小学校17棟となっている。診断次

数は、 1次、 2次、 3次が存在するが、申請

建物はおもに 3次診断で行われている。

申請建物の栃木県内位置を図 2に、収集資

料内容を表 4に示す。申請建物は、県内全域

に分布している。

また、申請建物の竣工年度別の分布を図 3

に示す。現在、昭和36年から昭和49年の建物

が多い。

表 3 各診断次数のまとめ

診断特徴 診断によるは絹員の

特徴
診断の概念図

ばらつきの概念図長所・短所

壁亭慢の水平断面積／床面積）と （長所）診断の手闇が非常に
柱事（柱の水平断面積／由佳面積）のみ 少なくてすむ。酎震性の非常
による鴫略的な手法であるため、算定 に高いと思われる壁の非常 7 
されるは輝に大きな幅が出る。壁の に多い建物を短時間に診断 c__________J 

む」 t,,董汝 L員印9直

多い璽物に対してi;U吉果の精度にある するのには遍している。 ~</\• ●” 1次
程度の暢を持たせて判断すればおお OO所滋果の讀度が低い。

ピ—7―—--- l―-1 よその判断が可能と思われるが、壁が
讐しく儡在している様な場合には過大 ・-・・' -, '---- 1. / 
評価となりやすいので注意が必費であ

箪 tti讐，EにJ;l.lo爛

る。壁の少ない建物については、相当
に過小評価されたば耐景が得られるこ コンクリートの柱・壁の水平断面積より酎カ
とになる． を求める．

梁の強度Inf分大きいとの仮定によ 償所）ラーメン蠣造に対して
り、露 1次診断法よりやや詳細な略算 は梁が強い場合、柱部材の
法によって求められる柱及び壁の終局 強・靭性評価が可能で、壁

□ •• -~ 強度、破壊形式及び靱性能などを評価 の少ない建物については、計

11ー心-;r-.:-する手法であふ壁の多い建物に遍用 算が麓単で比較的正罐な●
すると、結果のばらつきは 1次劃斬に が得られる．

2次鯵断 比較して小さくなるが、平均的にみると 億i所）梁が無限大に強いと 口ーニ戸三＝ロ1次診断とそれほど大きな差はないJ 仮定しているため、柱強度の
次診断で朦題評価される建物等は2次 過大評価、靱性の過小評価 J 
診断では、より小さなlsltil晨が得られる になりやすく、また、璧につい

鎮2々 !... iliCょlio層

ことになる． ても強度、靱性評価が正罐で
壁が少なく靱性能に富んだ璽物は2 ない．さらに璽物全体につい

次診断の方が1次診断に比較してより ても剛壊形強度、靭性評価 コンクリートの柱• 壁に、鉄筋、柱軸力等を
大きなは耐景が得られることになる。 が遍切ではない。 考慮して耐力を求める。

梁の強さや粘り強さも考●したうえで、 （長所）他の診断次数より、詳 錆2次診断法による場合
柱や壁の耐虹度と粘り強さとを総合 細な結果を求めることができ

I 
よりさらに精度が上がる．

的に評価する手法である。部材の終局 る。
耐力は、鯖2次診断より詳細に求める。 （短所）骨組の崩壊メカニズ

3次 梁の強度を求め骨組の崩壊形を考慮 ムを求めるなど、やや高度な
して靱性評価を行っているため、2次診 技術が必甍とされる． コンクリートの柱• 壁に鉄筋、柱軸力を考慮

断よりもさらi;:J鵡如ばらつきがJヽさく し、累も鮫筋を考慮して耐力を求める．また、

なり、讀度が高くなる。 塵壁、蚕壁も考慮する. 1次、 2次診断の平
面的考えと違い、豊物全体を立体として考え
る。
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表 4 収集資料内容 な場合は、「耐震診断基準」 3I 4 I 5 Iによってい

る。）

“ 竣工年、建物階数、延床面積、設計材料強度
Jンクリートコア強度、構造酎震指標（診断及び補強計画）

耐震補強方法
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図 3 竣工年度別棟数の分布

4. 既存建物の耐震性能

耐震診断建物のコンクリート強度について、

図 4に示す。設計基準強度に比べ現場コア強

度の大部分が上回っていることがわかる。設

計基準強度より現場コア強度のほうが下回っ

ているものは、全体の23%となっている。（設

計基準強度は、設計図書に記載されているが、

設計基準強度が不明な場合もある。そのよう
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構造耐震指標Is分布

診断結果のlsの分布を図 5に示す。 Isは、ほ

ぽ全ての校舎において建物の弱い方向で、 !so

を下回る結果となり、耐震補強が必要である

ことを示している。

x方向（桁行方向）と Y方向（張間方向）

のIsの相関を図 6に示す。 X方向に比べ Y方向

が大きな値を示している。これは校舎という

特性から、桁行方向は耐震壁の少ないラーメ

ン構造で、教室との界壁が耐震壁で壁の多い

張間方向とは違い、耐力が低いことによる。

竣工年度別のIsの分布を図 7と図 8に示す。

Isは、桁行・張間方向とも、昭和47年よりわず

かに高い値を示している。これは、その 2年

前の建設省通達により、柱の帯筋間隔等の変

更が行われ、建物の靱性が高まったことによ
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ると考えられる。
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5. 既存建物の耐震補強後の耐震性能

実際に使われている補強概要図を表 5に示

す。また、補強方法のエ法別割合を図 9に示

す。

補強工法としては、鉄骨プレース増設(SW)、

鉄筋コンクリート耐震壁(RW)、腰壁付き柱ヘ

のスリット設置(S)、既存壁開口部の改修(K)、

袖壁増設(CW)、既存壁に増打ち (M)、既存壁撤

去(T)、柱補強(C)が採用されている。

これらで、鉄骨プレース増設が55%とほぼ半

数以上を占めている。これは桁行方向のIsが低

いことが影響している。鉄骨ブレースによる

補強は、開口を大きくとることが可能で、採

光・通風に適していることが採用の要因と考

えられる。

補強工法概要

補強方法 補強概要図 補強方法 補強概要図
.J L 」 L J L 

RW JD[ V]□[ JDい l 鉄筋コンクリート造
M 

既存壁に増打ち
耐震壁増設 7 r 7 r 1 r 

」 L 」 L j L 」 L 

SB ]□ [¢]~ 凰 K □言応]~[鉄骨ブレース新設 既存開口部閉塞
7 「 7 r 7 r 7 r 

][ v ][ 
j L J 1L 

cw T ]□ [¢]□[ 袖壁補強 既存壁撤去
， r 7 r 
J IL JL L 

C ]1°I s ］二[¢]~[柱補強 スリット長柱化

7 r 7 r 
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SW. 鉄骨ブレース増設
RW: 鉄筋コンクリート耐震壁
s : スリット設置
k 既存壁開口部の改修

cw. 袖壁増設
M : 既存壁に増し打ち
T • 既存壁撤去
C : 柱補強

図 9

S W  

'" 

補強方法の工法別割合

純一

栃木県内の学校建築の耐震補強実施件数は、

診断実施済み103棟内の61棟で、 59%となって

いる。

耐震補強後（計画案含む）のIsの分布を図10

に、補強前後のlsの相関を図11に示す。 lsが!so

=0.70以上の値に高められていることがわかる。

また、 0.70付近に値がまとまっていることか

ら、補強が過剰でないことがわかる。
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6. 耐震補強費用効果の検討

耐衷補強費用効果を確かめる上で、各建物

の補強費を、栃木県内の耐震補強計画案概算

費用算出に使用している「積算資料」 71 に基

づき、補強工法別面積当たりの単価と補強建

物の補強面積との積より求めた。また、再

建築費(80万円／坪）及び建築費に占める構造躯

体費の割合（これを躯体係数と呼ぶこととす

る。）は、栃木県内の建築設計事務所が設計し

た建物のデータより算出した。概算の再建築

費用を表 6に、耐震補強費用を表 7に示す。

表 6 概算再建築費用

学校名 坪単価 備考

町立某小学校 80万円 解体費用含む

図10 耐震補強後の構造耐震指標Is分布

表 7

県立某高等学校 90万円 太陽熱発電機含む

概算耐震補強費用

補強方法 記号 補強費用 備考

鉄筋コンクリート造増設屋 RW  ¥1 500,000 壁寸法 H3150xW7210 ーカ所あたり

鉄骨プレース増設壁 SW  ¥3,500,000 壁寸法 H3150xW7210 ーカ所あたり

そで壁増設 cw ¥300,000 そで壁寸法 H3150xW1000 ーカ所あたり

柱補強 C ¥400,000 柱一本あたり（鋼板巻き、炭素繊維巻き）

増打壁 M ¥1 500,000 壁寸法 H3150xW7210 ーカ所あたり

既存壁開口部の改修 K ¥200,000 開口寸法 Hl500xW2000 ーカ所あたり

既存壁撤去 T ¥60,000 5 rd程度の既存壁の撤去

スリット設置 SW  ¥25,000 スリット裔さH1500ーカ所あたり
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各建物の残余年数を、耐用年数と竣工年から

の経過年数との差より求めた。耐用年数は、

財務省令「所得税法・法人税法」 8I より、既

存建物では60年、新築建物では47年とした。

これより求めた残余年数 1年当たりの補強

費（補強費／残余年数）と耐用年数 1年当た

りの建築費（再建築費 X躯体係数／耐用年数）

との関係を図 12に示す。残余年数 1年当たり

の補強費が耐用年数 1年当たりの建築費と同

額以下の建物は80%を占めている。
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図12 補強費と再建築費との比較

耐震補強費用効果を確かめる上で、工事費

用から推定する表 8の(2)式を提案し、検討を

行った。ここで、 Scを耐震補強費用効果指標

と呼ぶこととする。式中に補正係数 yの重み

付けをしている。この yは、躯体以外の建築

費、解体廃棄処分費、建物の使用性、経年等

を考慮して決定すべきものと考えている。

補強費用効果を、表 9に示すScの境界値よ

り判定することとした。 Scの値が1.0より大き

い場合は、単位年数あたりの補強費用が再建

築費を上回ることを示している。 1.0以下の値

をほぼ 3等分して、補強効果の判定値とした。

0.30より小さい場合は、補強効果が大きいこ

とから、積極的に補強を行ったほうがよいこ

とを示す。 0.3~0.7の間は、補強効果があり、

補強を行った方がよいことを示す。 0.7~1.0の

間は、補強効果が少なく補強に検討を要する

ことを示す。

ぶ

表 8 耐震補強費用効果指標

Sc= y 

Sc 

補強費

残余年数

再建築費x躯体係数
・・・・・・・・・・・・ (2)

耐用年数

：耐震補強費用効果指標

ッ ：補正係数(1.00;;,)

耐用年数7) : 既存学校建築 (60年）

新築学校建築 (47年）

残余年数： 60ー経過年数

躯体係数：建築費に構造躯体費が占める割合(0.2) 

表 9 耐震補強費用効果指標判定値

Sc 判 定

LO<Sc 補強計画に疑問

1.0>Sc~0.7 補強効果が少ない

0.7>Sc~0.3 補強効果が適正

0.3>Sc 補強効果大きい

判定会に審査提出された学校建築の耐震補

強費用効果指標Scと構造耐震指標Isの関係を図

13に示す。なおScの判定値を図13に併記する。

2.5 
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" : r•:.:t4:; 且::._l-) 1:: ー， 

0.0 

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.80 0.70 0.80 

Is 

図13 Isと耐震補強費用効果指標Sc

Scが、 1.0を超える建物が約20%、下回る建物

の内で、 0.7を超えるものが約10%、0.3を下回

るものが約30%となっている。なおここで補正

係数 yは1.0としている。建物の約70%が、補強

効果が適正であると判断される。また、全建

物のScの平均値は0.55となっている。
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本耐震補強費用効果指標より、栃木県内の

学校建築の耐震補強は、大部分が適正である

と考えられる。

図14に、桁行方向の構造耐震指標Isと床面積

あたりの補強費用を示す。 Isは各建物の最小値

を示す。データ数が少ないことから相関が弱

いが、データ数を増やし、この値を整理して

相関が求めることができれば、耐震診断のlsよ

り概算耐震補強費用が求められるようになる

と考えられる。ただし、張間方向においては、

補強が必要となることも少なく、データ数も

少ないことから、相関を求めることは容易で

はない。
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図14 桁行方向Isと耐震補強費との比較
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ことが可能となると考える。

今後、 Sc算出時使用の補正係数及びSc判定

値は、資料を増した検討が必要と考える。
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